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１ 研究の目的･方法 

 日本では，知的障害を主とする特別支援学校高等部に続

く専攻科の設置数は少なく，ほとんどが私立である。その

一方で，「18 歳で社会に出るのではなく，もっと学びたい・

学ばせたい」と専攻科設置を願う本人や親たちの運動が広

がっている 1）。韓国では障害生徒は高校段階まで義務教育

であり，専攻科設置も進んでいる。そこで，われわれは日

本での専攻科設置を検討するために，韓国の専攻科の実態

を調査 2）してきた。本稿では，親の願いをキーワードに韓

国の専攻科の現況を明らかにする。 

２ 問題の所在―親の願いと教師の思い 

韓国のＡ特殊学校専攻科の訪問時（2013年 8月）に，以

下のことがあった。2 階の部屋に案内され，担当教師から

「本校の専攻科の期間は 1年間で，高等部卒業生の全員を

受け入れたが，今後は選抜も検討」との説明を聞いた。そ

の後，１階にある地域に開いた喫茶コーナーを見学した。

そこにいた親たちに，専攻科について問うと，「みんな入れ

て欲しい，2 年間にして欲しい」との話を聞いた。また，

Ｂ特殊学校専攻科の教頭は，「教育課程を分けることを検

討」とのこと（2014年 7月談）だった。ここには，親の願

い（みんな入れて欲しい）と教師の思い（選抜も検討，教

育課程を分ける）との微妙な相違があった。このような状

況は，専攻科設置の動向にどう位置付けられるのか。 

２ 2007年特殊教育法と専攻科の現況 

韓国の専攻科は，2005年頃より急増（毎年７～17校）し，

特に知的障害校の増加が顕著である。2007年制定の障害者

等に対する特殊教育法（2008年施行）によって，障害者は

3歳から 17歳（高校）まで義務教育で，20歳（専攻科）ま

で無償教育となった。専攻科の設置目的は「進路及び職業

教育を提供するため」と「職業リハビリ訓練だけでなく，

自立生活訓練を実施するため」と，多様になった。また，

高校内特殊学級にも設置できる(2010 年 1 校，2014 年 12

校)ようになった。 

2014 年現在 4）で，特殊学校の 73％に専攻科が設置（専

攻科設置校 121校／総数 166校）され，知的障害校では 79％

の設置率（専攻科設置校89校／知的障害校112校）である。

高等部卒業後 55％が進学（専攻科 1325 人，大学 108 人／

卒業者数 2615 人）し，就職率は 12％（就職者 308 人）だ

った。専攻科からの就職率は 37％（卒業生 1681 人，就職

者 617人）で，進学（大学等 1％・17人）で，「その他」（福

祉事業所等）が 62％（1047人）だった。 

３ 親の願いと専攻科設置 

 特殊教育研究者 5）への聞き取り（2014年 12月）で，「各

学校別で障害学生の父母の要求として専攻科が増加し続

け」「保護者の意識調査は学校別で実施されており，安全な

環境と無償で専攻科が実施されるため，父母は専攻科に学

生が通うことを強く望んで」「各学校別で保護者会が組まれ

ており，父母が学校長に建議し，校長協議会から教育部に

建議した」と，専攻科増加の背景（父母の要求）と保護者

の要求の反映の経路（父母→各学校・校長→校長評議会→

教育部）について示した。 

４ 専攻科への親と教師の認識と要求 

 イ・ヨンス・キム・ジノ 6）は，特殊学校専攻科の教師と

保護者を対象に実施したアンケート（2005 年，対象校 11

校／専攻科設置校数 38校，回収率：教師 73% 保護者 42%）

で親と教師の専攻科への認識と要求の共通性と違いを明ら

かにした。専攻科の設置について教師の 96.6%と，親の

96.7%が「今後も続いて設置すべき」と高い要求を持ってい

た。しかし，教師と保護者で理由に違いがあった（Tab１）。

教師は「社会の適応に必要な技能の向上」「雇用に必要な職

業技術の習得」が高く，保護者は「社会の適応に必要な技

能の向上」「高校の卒業の後に対策がなくて」が高かった。

比較すると，「雇用に必要な職業技術の習得」が，相対的に

教師には高く，保護者には低かった。 

Tab.1 今後も専攻科を設置するべきだという理由 

 教師 親 人(％) 

日常生活に必要な技能の向上 5(8.5) 26(15.2) 

社会の適応に必要な技能の向上 24(40.7) 68(39.8) 

雇用に必要な職業技術の習得 23(39.0) 28(16.4) 

高校の卒業の後に対策がなくて 7(11.9) 49(28.7) 

            計 59(100.0) 171(100.0) 

この結果と韓国親の会コヤン支部長への聞き取り（2014

年 7月）の結果は重なった。 

「就職にかかわらず自分の子も専攻科に通わせたいと言う

願いが強くて変わった（専攻科が増えた）」「社会適応の訓

練をしてもらいたい。親が亡くなった時に自分の子が一人

で生きられるようにするための訓練」「高校まででは足らな

い。その考え方が普通だ。私たちの障害を持つ子どもたち

は教育を受けないと退行してしまう場合がある」「日常生活

の訓練をして，その上に技術があってこそ意味がある」 

５ 考察 

 韓国の専攻科は，親の願いを反映させる中で増加し，現

在高等部卒業生の 55％が専攻科等へ進学し，専攻科卒業後

は，一般就労（37％）と共に福祉事業所等（62％）への進

路も多いなど，多様な生徒が専攻科で学んでいる。先に紹

介した「問題の所在（親と教師の微妙な相違）」は，そのよ

うな多様な生徒のニーズに応える専攻科のあり方を検討し

ている表れ（時期）と言えるのではないか。 
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